
 

平成２２年度 産業機械の受注見通し 

 

平成２２年２月 

社団法人日本産業機械工業会 

 

 平成２１年度のわが国経済は、一昨年秋のリーマン・ショックを発端にした世界同時不

況の影響を受け、極めて深刻な事態に陥ったものの、政府の緊急経済対策の効果や新興国

等への輸出の増加により、一部に持ち直しの動きが見られ始めた。そのような情勢の下、

産業機械（当工業会取扱い）の平成２１年度受注見込み及び平成２２年度受注見通しを以

下の通り策定した。 

 

（平成２１年度の受注見込み） 

 内需は、民間設備投資の縮減と公共投資の削減により厳しい状況が続いていることから、

対前年度比１８．３％減の２兆７，９７４億円と見込んだ。民需は、電力向けが発電設備

の更新需要等により前年度実績を上回るものの、製造業の殆どの産業からの需要が大幅に

減少していることから、前年度実績を大幅に下回ると見込んだ。また、官公需も、ごみ処

理装置を中心に環境装置の需要が年度後半から急速に冷え込んでいることから、前年度実

績を大幅に下回ると見込んだ。 

 外需は、中国の需要増やプラント等の大型設備の受注により、一部の機種で前年度実績

を上回るものの、ほぼ全ての機種が大幅に減少していることから、対前年度比１８．５％

減の１兆７，９１４億円と見込んだ。なお、地域別では、オセアニア向けを除く全ての地

域が前年度実績を下回ると見込んだ。 

 この結果、内外総合では、対前年度比１８．３％減の４兆５，８８８億円と見込んだ。 

 

（平成２２年度の受注見通し） 

 内需は、民需・官公需とも低水準ながら前年度実績を上回ると予想し、対前年度比 

３．４％増の２兆８，９２９億円と見込んだ。民需は、多くの産業で設備投資の拡大に慎

重な姿勢が続くと思われるが、環境負荷低減に向けた取り組みや省エネ化等を目指した設

備投資が徐々に回復すると見込み、また、電力・ガス業からの底固い需要や、生産が持ち

直しつつある輸出産業からの更新需要等の増加により、前年度実績を上回ると見込んだ。

なお、官公需についても、厳しい需要環境が続くと思われるが、バイオガスや下水・汚泥

処理、ごみ処理等の組み合わせによる公共事業へのグリーン・イノベーションの導入が促

進されることを期待し、前年度実績を上回ると見込んだ。 

 外需は、新興国や資源国等での需要増を予想し、対前年度比１１．３％増の 

１兆９，９３８億円と見込んだ。特に、アジアや中東、南米、アフリカ、オセアニア等の

地域では、天然ガス等の資源開発や工業化投資の拡大、発電や海水淡水化、上下水道、公

害防止等のインフラ整備も点在しており、需要拡大が期待される。また、欧米等の先進国

においても、国によりばらつきはあるものの景気回復が見込まれていることから、前年度

の落ち込みを底としての増加により、前年度実績を上回ると見込んだ。 

 この結果、内外総合では、対前年度比６．５％増の４兆８，８６８億円と見込んだ。 

本資料の対外公表（解禁）日時 

平成２２年２月２６日１４時 
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１．ボイラ・原動機 

 

平成２１年度 

 

内需は、主力の電力向けの増加に加え、非鉄金属向けで大口契約を受注したことから、

民需が製造業・非製造業ともに前年度実績を上回り、対前年度比１１０．０％の 

１兆１，０８０億円と見込んだ。 

外需は、南米やアフリカ、オセアニア、ロシア・東欧向けで前年度実績を上回ってい

るものの、アジア、中東、ヨーロッパ、北米向けの大幅な減少により、対前年度比 

７５．０％の５，９２７億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比９４．６％の１兆７，００７億円と見込んだ。 

 

平成２２年度 

 

内需は、電力向けが底固く推移し、また、多くの産業でも既存設備の維持等を目的と

した更新需要が緩やかに回復していくと思われるが、前年度の非鉄金属向けでの大幅増

の反動もあって、全体としてはほぼ前年度並みの、対前年度比１００．０％の 

１兆１，０８０億円と見込んだ。 

外需は、アジアや中東向けでの電力需要の拡大や、環境意識の高まりを背景にしたエ

ネルギー転換等の需要増により、対前年度比１１５．０％の６，８１６億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比１０５．２％の１兆７，８９６億円と見込んだ。 

 

 

２．鉱山機械 

 

平成２１年度 

 

内需は、窯業土石、鉄鋼、鉱業、建設向けの減少により、対前年度比６０．０％の 

１１２億円と見込んだ。 

外需は、主力のアジア向けが大口契約の受注もあってほぼ前年度並みとなったものの、

その他の地域が総じて減少していることから、対前年度比９０．０％の８１億円と見込

んだ。 

内外総合では、対前年度比６９．７％の１９４億円と見込んだ。 

 

平成２２年度 

 

内需は、土木建設関連機器の需要回復には今しばらく時間がかかると思われるが、窯

業土石や鉄鋼等の素材産業での設備投資が徐々に動き出すと予想し、対前年度比 

１０５．０％の１１８億円と見込んだ。 

外需は、計画が延期されていた資源開発や社会インフラ整備等が動きだし、資源国や

新興国での需要増を予想し、対前年度比１１０．０％の８９億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比１０７．１％の２０７億円と見込んだ。 
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３．化学機械（冷凍機械、環境装置のうち大気汚染防止装置と水質汚濁防止装置を含む） 

 

平成２１年度 

 

内需は、化学や石油製品、鉄鋼、電気機械、自動車、造船、精密機械やその他非製造

業に含まれるガス業等、民需のほとんどの需要部門が減少しており、更に官公需向けも

減少していることから、対前年度比８０．０％の６，５４６億円と見込んだ。 

外需は、南米、アフリカ向けが前年度にプラント等の大型設備を受注していた反動も

あって減少しているものの、アジア向けがほぼ前年度並みまで持ち直し、中東向けも堅

調さを取り戻しつつあり、更にオセアニア向けが大型設備の受注もあって前年度実績を

大きく上回っていることから、対前年度比１０５．０％の７，１６６億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比９１．４％の１兆３，７１２億円と見込んだ。 

 

平成２２年度 

 

内需は、生産が持ち直してきている一部の産業において、既存設備の延命や性能・機

能の向上、省エネ、環境保全対策等の更新需要が緩やかに回復すると見込み、また、官

公需についても公共投資の縮減される中ではあるが、下水・汚泥処理設備等での資源の

回収や未利用エネルギーの活用等の分野での需要増に期待し、全体としてはほぼ前年度

並みの、対前年度比１００．０％の６，５４６億円と見込んだ。 

外需は、新興国や資源国で計画が延期されていた化学・石化プラントやインフラ整備

の再開や、工業化に伴う公害防止装置等の需要増により、緩やかな回復が持続するとみ

て、対前年度比１０５．０％の７，５２４億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比１０２．６％の１兆４，０７０億円と見込んだ。 

 

 

４．タンク 

 

平成２１年度 

 

内需は、電力向けやガス業を含むその他非製造業向けで増加しているものの、石油製

品向けの減少が続いていることから、対前年度比９０．０％の３５２億円と見込んだ。 

外需は、アジア、中東向けの減少により、対前年度比６０．０％の６３億円と見込ん

だ。 

内外総合では、対前年度比８３．７％の４１５億円と見込んだ。 

 

平成２２年度 

 

内需は、LNG 受入基地の新設・増設といった投資意欲の回復が一部で見られることから、

対前年度比１０５．０％の３６９億円と見込んだ。 

外需は、アジア、中東地域を中心に、凍結・延期されていた LNG の出荷・受入基地の

建設計画が動きだし、需要が増加すると予想し、対前年度比２００．０％の１２６億円

と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比１１９．４％の４９６億円と見込んだ。 
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５．プラスチック加工機械 

 

平成２１年度 

 

内需は、化学、電気機械、情報通信機械、自動車向けの減少により、対前年度比 

７０．０％の３６７億円と見込んだ。 

外需は、ヨーロッパや北米向けが減少しているものの、主力のアジア向けが増加して

いることから、対前年度比１１０．０％の７６０億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比９２．７％の１，１２８億円と見込んだ。 

 

平成２２年度 

 

内需は、政府の景気対策効果や輸出の増加により、生産の持ち直しが見られる電機・

電子、自動車産業等で、受注金額は低水準ながら需要増が続くと見込み、対前年度比 

１１０．０％の４０４億円と見込んだ。 

外需は、最大の需要先である中国を中心としたアジア地域での電機・電子、自動車産

業からの需要増や、資源国等での樹脂製造プラントの建設再開による需要増を予想し、

対前年度比１１０．０％の８３６億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比１１０．０％の１，２４１億円と見込んだ。 

 

 

６．ポンプ 

 

平成２１年度 

 

内需は、官公需の減少に加え、民需も化学、石油製品、鉄鋼向け等で減少しているこ

とから、対前年度比９０．０％の１，９０９億円と見込んだ。 

外需は、アフリカ向けに増加が見られるものの、アジア、中東向けの減少により、 

対前年度比８０．０％の７９４億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比８６．８％の２，７０４億円と見込んだ。 

 

平成２２年度 

 

内需は、官公需の減少が続くと思われるものの、民需が電力向けでの底固い需要や製

造業の環境保全対策を始めとした更新需要により、製造業・非製造業とも前年度実績を

若干ながら上回ると予想し、全体としてはほぼ前年度並みの、対前年度比１００．０％

の１，９０９億円と見込んだ。 

外需は、新興国や産油国における発電プラントや化学・石化プラント、海水淡水化プ

ラント等での需要増により、対前年度比１１５．０％の９１３億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比１０４．４％の２，８２３億円と見込んだ。 
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７．圧縮機 

 

平成２１年度 

 

内需は、石油製品や一般機械、電気機械、電力向け等で減少していることから、 

対前年度比７０．０％の１，０２６億円と見込んだ。 

外需は、南米向けに増加が見られるものの、アジア、中東、アフリカ、ロシア・東欧

向けの減少により、対前年度比６５．０％の１，１３６億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比６７．３％の２，１６２億円と見込んだ。 

 

平成２２年度 

 

内需は、大型投資の増加は見込みがたく、既存設備の更新需要が中心になると思われ、

受注金額としてはほぼ前年度並みの、対前年度比１００．０％の１，０２６億円と見込

んだ。 

外需は、新興国や産油国でプロジェクトが動き出している石油化学や石油精製、天然

ガス関連のプラント向けの需要が増加するとみて、対前年度比１０５．０％の 

１，１９２億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比１０２．６％の２，２１９億円と見込んだ。 

 

 

８．送風機 

 

平成２１年度 

 

内需は、官公需の減少に加え、民需も石油製品や鉄鋼、自動車向け等で減少している

ことから、対前年度比８０．０％の１７８億円と見込んだ。 

外需は、アジア、中東、ヨーロッパ向けの減少により、対前年度比７０．０％の 

２２億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比７８．７％の２００億円と見込んだ。 

 

 

平成２２年度 

 

内需は、素材・エネルギー関連からの需要が増加するとみて、対前年度比１２０．０％

の２１３億円と見込んだ。 

外需は、新興国の鉄鋼業界や産油国のエネルギー分野からの需要増により、対前年度

比１３０．０％の２９億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比１２１．１％の２４３億円と見込んだ。 
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９．運搬機械 

 

平成２１年度 

 

内需は、化学、窯業土石、鉄鋼、一般機械、電気機械、情報通信機械、自動車、造船

向け等、製造業のほとんどの需要部門が減少していることから、対前年度比７０．０％

の１，７０５億円と見込んだ。 

外需は、主力のアジア向けを始め、ほぼ全ての地域が前年度実績を大きく下回ってい

ることから、対前年度比５０．０％の６２３億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比６３．２％の２，３２９億円と見込んだ。 

 

平成２２年度 

 

内需は、製造業、非製造業ともに、省力化や省エネ化を目的とした設備投資の回復に

期待するものの、大型投資には慎重な姿勢が続き、既存設備の改修・改造等が中心にな

ると思われることから、ほぼ前年度並みの、対前年度比１００．０％の１，７０５億円

と見込んだ。 

外需は、新興国等での港湾等の整備や凍結・延期されていた各種工場の建設再開等に

よる需要増を予想し、対前年度比１１０．０％の６８６億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比１０２．７％の２，３９１億円と見込んだ。 

 

 

10．変速機 

 

平成２１年度 

 

内需は、窯業土石や一般機械、その他輸送機械向け等で減少していることから、 

対前年度比７０．０％の３４７億円と見込んだ。 

外需は、アジア、ヨーロッパ、北米向けが減少していることから、対前年度比 

６０．０％の９２億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比６７．６％の４４０億円と見込んだ。 

 

 

平成２２年度 

 

内需は、食品や化学工業などからの底固い需要に加え、省エネや省力化に向けた設備

投資の回復により、対前年度比１０５．０％の３６５億円と見込んだ。 

外需は、アジアや北米での機械工業の生産の持ち直しや素材・エネルギー分野での設

備投資の回復等による需要増を予想し、対前年度比１１０．０％の１０１億円と見込ん

だ。 

内外総合では、対前年度比１０６．１％の４６６億円と見込んだ。 
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11．金属加工機械（製鉄機械） 

 

平成２１年度 

 

内需は、鉄鋼向けで前年度に大型設備を複数受注していた反動もあって大幅に減少し

ていることから、対前年度比２５．０％の５８２億円と見込んだ。 

外需は、アジア、南米向けで前年度に大型設備を複数受注していた反動もあって大幅

に減少していることから、対前年度比４０．０％の５０１億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比３０．２％の１，０８３億円と見込んだ。 

 

平成２２年度 

 

内需は、主力の鉄鋼業界で生産量が緩やかに回復していることから、設備の改修・更

新等の投資が再開されると予想し、対前年度比１８０．０％の１，０４８億円と見込ん

だ。 

外需は、新興国を中心に鉄鋼需要が回復に向かい、既存設備の改修・更新等の計画が

再開されるとみて、対前年度比１６０．０％の８０２億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比１７０．７％の１，８５０億円と見込んだ。 

 

 

12．その他産業機械（業務用洗濯機、メカニカルシール等を含むが、中核をなすのは官公

需向けごみ処理装置である。） 

 

平成２１年度 

 

内需は、官公需向けの大幅な減少に加え、民需も一般機械や自動車、造船向け等で減

少していることから、対前年度比６５．０％の３，７６４億円と見込んだ。 

外需は、アジア、ヨーロッパ向けの減少により、対前年度比８０．０％の７４５億円

と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比６７．１％の４，５０９億円と見込んだ。 

 

平成２２年度 

 

内需は、公共投資の縮減が続く中、官公需向け都市ごみ処理装置が大幅に増加するこ

とは期待しがたいものの、延期されていた新設計画等の進捗による発注量の回復を期待

し、対前年度比１１０．０％の４，１４０億円と見込んだ。 

外需は、中国を中心としたアジアの主要都市部での都市ごみ処理装置の需要増に期待

し、対前年度比１１０．０％の８１９億円と見込んだ。 

内外総合では、対前年度比１１０．０％の４，９６０億円と見込んだ。 
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平成２２年度　産業機械機種別受注見通し
社団法人日本産業機械工業会

（単位　金額：百万円）
平成２０年度実績 平成２１年度見込み 対前年度比 平成２２年度見通し 対前年度比

内需 外需 計 内需 外需 計 内需 外需 計 内需 外需 計 内需 外需 計

ボ イ ラ ･ 原 動 機 1,007,319 790,293 1,797,612 1,108,051 592,720 1,700,771 110.0% 75.0% 94.6% 1,108,051 681,628 1,789,679 100.0% 115.0% 105.2%

鉱 山 機 械 18,807 9,032 27,839 11,285 8,129 19,414 60.0% 90.0% 69.7% 11,850 8,942 20,792 105.0% 110.0% 107.1%

化 学 機 械 818,276 682,484 1,500,760 654,621 716,609 1,371,230 80.0% 105.0% 91.4% 654,621 752,440 1,407,061 100.0% 105.0% 102.6%

タ ン ク 39,152 10,505 49,657 35,237 6,303 41,540 90.0% 60.0% 83.7% 36,999 12,606 49,605 105.0% 200.0% 119.4%

プラスチック加工機械 52,567 69,162 121,729 36,797 76,079 112,876 70.0% 110.0% 92.7% 40,477 83,687 124,164 110.0% 110.0% 110.0%

ポ ン プ 212,157 99,326 311,483 190,942 79,461 270,403 90.0% 80.0% 86.8% 190,942 91,381 282,323 100.0% 115.0% 104.4%

圧 縮 機 146,593 174,782 321,375 102,616 113,609 216,225 70.0% 65.0% 67.3% 102,616 119,290 221,906 100.0% 105.0% 102.6%

送 風 機 22,271 3,227 25,498 17,817 2,259 20,076 80.0% 70.0% 78.7% 21,381 2,937 24,318 120.0% 130.0% 121.1%

運 搬 機 械 243,683 124,727 368,410 170,579 62,364 232,943 70.0% 50.0% 63.2% 170,579 68,601 239,180 100.0% 110.0% 102.7%

変 速 機 49,710 15,384 65,094 34,797 9,231 44,028 70.0% 60.0% 67.6% 36,537 10,155 46,692 105.0% 110.0% 106.1%

金 属 加 工 機 械 233,038 125,336 358,374 58,260 50,135 108,395 25.0% 40.0% 30.2% 104,868 80,216 185,084 180.0% 160.0% 170.7%

そ の 他 579,080 93,173 672,253 376,402 74,539 450,941 65.0% 80.0% 67.1% 414,043 81,993 496,036 110.0% 110.0% 110.0%

合 計 3,422,653 2,197,431 5,620,084 2,797,404 1,791,438 4,588,842 81.7% 81.5% 81.7% 2,892,964 1,993,876 4,886,840 103.4% 111.3% 106.5%

　　　　　　　　　　年度
 機種

社団法人日本産業機械工業会 自主統計ベース

注１）化学機械の中にパルプ・製紙機械、冷凍機械、大気汚染防止装置、水質汚濁防止装置を含む。

２）金属加工機械：製鉄機械及びプレス

３）その他：ごみ処理装置、業務用洗濯機、メカニカルシール等
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